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研究成果の概要（和文）：企業活動に関するパネルデータを用い、企業の事業構造の再編、海外直接投資などが
企業パフォーマンスに与える影響について主に分析した。多角化した日本企業は、いわゆる平成不況以来、事業
構造を変革することによって収益性を回復させてきたが、この変革を、新規事業への進出と既存事業からの撤退
に分けて分析することにより、両者の間の関係、両者と本業事業との関係、主体企業の特性などについて興味深
い分析結果を得た。特に、事業撤退による経営資源の集中が重要であることを見出した。また、海外子会社の有
無と企業の輸出パターンを同時に考察することによって、企業の生産性がどのように異なるかについても有意な
分析結果を得た。

研究成果の概要（英文）：Using the panel data of firm’s activities, we analyzed the restructuring 
behavior and the foreign direct investment of the firms. Japanese firms have restored their 
profitability since HEISEI recession trough the rearrangement of the business portfolios. We 
decomposed the restructuring behavior to the two activities, such as the entry to new business and 
the withdrawal from existing business. This method enables us to explore the separate effects of 
these activities, the pattern of those combination, and the relationship of those activities with 
the main business characteristics. We found the importance of focusing the firm’s resources to the 
main business through the withdrawal behavior. As to the foreign direct investment, we found it is 
useful to analyze not only it alone but also the export pattern simultaneously.

研究分野： 経済学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
多くの日本企業は本業を中心に複数の事業を営んでおり、いわゆる平成不況以降の市場環境の変化に対応するた
めに、これらの事業構造を変化させてきた。我々は、事業構造の再編を、既存事業からの撤退と、新規事業への
進出という２つの側面から同時に分析することにより、例えば、事業撤退の負のイメージとは逆に、事業撤退し
た企業の本業売上高成長率およびROAは、事業進出した企業のそれらよりも高く、経営資源を本業に集中する
「選択と集中」の重要性を明らかにすることができた。次に、現在、海外に直接進出している企業の生産性につ
いての分析が盛んであるが、直接進出と輸出のあり方を同時に分析することが有用であることを見出した。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１． 研究開始当初の背景 
日本企業は、平成不況、それに続くリーマン・ショックなどのマクロ的経済ショック、および拡
大する経済のグローバル化に対してどのように対処してきたかという問題を解明することは重
要な研究課題である。この問題に対して、企業の組織構造（親会社、子会社、孫会社等からなる
垂直的企業グループの構成）のあり方とその変更、個別企業の事業ポートフォリオのあり方とそ
の組み換えという二つの視点をもとにアプローチすることが有効であると考えられる。また、近
年注目されている新々貿易論では、海外直接進出と企業の生産性の関係が注目されているが、海
外子会社の設立・獲得もグループ企業経営の一つとみなすことができ、海外直接進出を輸出入活
動と併せて分析の枠内に含めることが有効であると考えられる。さらに、近年、企業は盛んに、
働き方改革を行いながら労働生産性を高めようとしているが、各種の労働施策が実際にどのよ
うな効果をもたらしているかの分析も重要である。 
 
２．研究の目的 
グループ企業の企業活動データベースを用いて、平成不況やリーマン・ショックなどの経済ショ
ックを企業グループとしてどのように吸収したかを計量分析する。そしてまた、個別企業の事業
ポートフォリオのデータベースを用いて、多角化企業はどのように事業ポートフォリオを変化
させたか、それらの特徴は何か、企業パフォーマンスにどのような効果をもたらしたかを分析す
る。また、海外直接投資と輸出入を同時に考慮し、それらのパターンの違いがどのように企業の
生産性と関係するかについて分析する。さらに、近年、企業が行っている労働諸施策がどのよう
な成果を挙げているのかについて分析する。 
 
３．研究の方法 
主として、経済産業省企業活動基本調査、海外事業活動基本調査のパネルデータを用いて分析を
行った。まず、企業活動基本調査から得られる、親子関係をもつペア企業の名称データをもとに、
それらペア企業を数珠繋ぎに連結することによって、企業グループの全体を再構成する作業を
行った。同時に、事業を多角化した企業を主な対象として、事業ポートフォリオを構成する事業
業種ごとの売上高データをもとに、各期間において新規事業を開始した場合と、既存事業から撤
退した場合を区別するデータベースを作成した。これによって、企業の行った事業再編を、新規
事業への進出と既存事業からの撤退という二つの活動にいったん分解して分析した上で、さら
にそれらの合成物として分析することが可能となる。また、事業業種区分は日本標準産業分類に
準拠しているため、産業連関表を利用して、各事業業種が、産業連関的にどのようにどのように
「近い（遠い）」かを計ることができる。これによって、新規事業が本業業種とどれくらい近い
か、撤退業種が本業業種とどれくらい遠いかを分析することができ、事業再編の特徴を定性的に
捉えることが可能となる。企業活動データベースでは、海外子会社数および輸出入先が地域別に
わかるという特徴を利用し、海外直接進出と輸出入のパターンを組み合わせて推計を行った。ワ
ークライフ・バランスの施策に関する研究については、独自データをもとに分析した。 
 
４．研究成果 
企業活動に関するパネルデータを用い、企業の事業構造の再編、海外直接投資などが企業パ
フォーマンスに与える影響について主に分析した。多角化した日本企業は、いわゆる平成不
況以来、事業構造を変革することによって収益性を回復させてきたが、この変革を、新規事
業への進出と既存事業からの撤退に分けて分析することにより、両者の間の関係、両者と本
業事業との関係、主体企業の特性などについて興味深い分析結果を得た。特に、事業撤退は
本業から「遠い」業種からなされる傾向があること、事業撤退によって経営資源を本業に集
中する「選択と集中」が企業パフォーマンスを向上させる鍵であることを見出した。次に、
海外子会社の有無と企業の輸出パターンを同時に考察することによって、企業の生産性が
どのように異なるかについても有意な分析結果を得た。さらに、女性活用度の違いがワーク
ライフ・バランス施策の生産性に与える影響について検証し、労働時間を減らさずに能力を
高めるタイプの施策は、女性活用度が生産性に正の効果をもたらすことを見出した。なお、
所有関係に基づく垂直的企業グループのメンバー企業を再構成する作業は、紐付けに用いる企
業名称の通時的不整合性により困難を極め、親会社が上場企業である場合を除き、不完全なもの
にとどまらざるをえなかった。 
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